
貸 借 対 照 表
(単位：円）

金    額 金    額

流動資産 流動負債

現 金 預 金 160,948,199 支 払 手 形 13,130,399 

受 取 手 形 370,415,757 営 業 未 払 金 5,573,027,346 

営 業 未 収 金 3,856,265,803 未 払 金 657,938,840 

未 収 入 金 68,924,979 未 払 法 人 税 等 83,034,000 

立 替 金 36,181,694 親 会 社 未 払 金 143,649,318 

貯 蔵 品 64,411,816 未 払 費 用 156,370,987 

前 払 費 用 29,133,806 未 払 消 費 税 155,018,700 

短 期 貸 付 金 4,867,274,246 預 り 金 277,423,735 

繰 延 税 金 資 産 180,453,028 賞 与 引 当 金 408,000,000 

そ の 他 流 動 資 産 2,348,445 

貸 倒 引 当 金 △ 8,500,000 7,467,593,325 

固定負債

9,627,857,773 預 り 保 証 金 30,470,000 

固定資産 退 職 給 付 引 当 金 1,709,020,636 

有形固定資産 役員退職慰労引当金 21,600,000 

建 物 3,112,756,294 資 産 除 去 債 務 10,111,751 

建  物（資産除去債務） 815,632 

構 築 物 348,070,947 1,771,202,387 

機 械 装 置 77,237,866 9,238,795,712 

車 輌 運 搬 具 391,538,125 

工 具 器 具 備 品 16,952,571 株主資本

土 地 7,867,099,159 資　本　金 100,000,000 

資本剰余金

11,814,470,594 資本準備金

無形固定資産 その他資本剰余金 11,419,437,953 

借 地 権 1,365,084 

電 話 加 入 権 18,575,105 利益剰余金

そ の 他 無 形 固 定 資 産 16,496,745 利益準備金 25,000,000 

36,436,934 その他利益準備金

投資等 別 途 積 立 金 285,000,000 

投 資 有 価 証 券 124,713,350 繰 越 利 益 剰 余 金 934,012,212 

出 資 金 140,000 (うち当期純利益) (583,514,122) 

繰 延 税 金 資 産 373,247,687 

差 入 保 証 金 33,722,120 

そ の 他 投 資 20,528,576 

破 産 更 正 債 権 718,315 

貸 倒 引 当 金 △718,315 評価・換算差額等

28,871,157 

552,351,733 
12,403,259,261 

繰延資産 12,792,321,322 
22,031,117,034 22,031,117,034 

科      目

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

投 資 等 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

科      目

資  産　合  計 負債 ･ 純資産合計
純 資 産 合 計

負  債  合  計

（純資産の部）

（ 平成 29年 3月 31日 現在 ）　

（資産の部） （負債の部）

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計
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自　平成 28年  4月  1日

至　平成 29年　3月 31日

(単位：円）

内　　訳 金    額

(1)運送事業収入 36,232,134,016 36,232,134,016 

(1)その他事業収益 258,643,838 258,643,838 

(1)営業原価 35,045,941,689 

(2)販売費及び一般管理費 431,683,596 35,477,625,285 

1,013,152,569 

(1)受取利息・割引料 46,979 

(2)受取配当金 2,659,927 

(3)その他収入 61,368,649 64,075,555 

(1)支払利息・割引料 3,304,181 

(2)雑損失 2,712,268 6,016,449 

1,071,211,675 

(1)固定資産売却益 22,820,192 

(2)その他特別利益 22,820,192 

(1)固定資産処分損 107,978,494 

(2)その他特別損失 420,210 108,398,704 

985,633,163 

435,240,509 

△ 33,121,468 

583,514,122 

損 益 計 算 書

法人税・住民税及び事業税

法人税等調整額

当　期　純　利　益

営　業　費

営　　業　　利　　益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経　　常　　利　　益

特　別　利　益

科　　　目

一般貨物自動車運送事業

営 業 収 益

その他事業営業収益

特　別　損　失

税 引 前 当 期 純 利 益
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１．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　時価があるもの ････　決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法によって処理し、

　　　売却原価は移動平均法により算定）

　時価がないもの ････　移動平均法に基づく原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 ････　移動平均法に基づく原価法

　　　貸借対照表価格については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

････　建物（建物付属設備を含む）及び車両運搬具並びに平成28年4月1日以降に取得した

　　　構築物は定額法、上記以外については定率法によっております。

　　　なお、耐用年数及び残存価格については、法人税法に規定する方法と同一の基準。

②無形固定資産（リース資産を除く）

････　定額法

　　　耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　　　ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）による

　　　定額法によっております。

③リース資産 ････　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 ････　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

    　貸倒懸念債権等特定の債権については個々に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

    　計上しております。

②賞与引当金 ････　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

③退職給付引当金 ････　従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

    　当会計年度末において発生していると認められる額を計上しています。

　　　過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）

　　　による定額法により費用処理しております。

    　数理計算上の差異については、各会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内

    　の一定の年数（８年）による定額法により、それぞれ発生年度の翌会計年度より費用処理

　　　しております。

④役員退職慰労引当金････　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内規に基づく

　　　当会計年度末要支給額を計上しております。

個 別 注 記 表
( 自 平成 28年 4月 1日   至 平成 29年 3月31日 )
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(4) その他財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理････　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

②連結納税制度の適用････　提出会社を連結納税親会社とした連結納税制度の適用を前提とした会計処理及び表示を

      しております。

（会計基準の変更） ････　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

　　　実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年6月17日）を当会計年度に適用し、

　　　平成28年4月1日以降に取得した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

　　　しております。

　　　なお、当会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は

　 　　　軽微であります。

２．資産及び負債の評価に関する事項

資産及び負債の評価方法　････　資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

３．収益及び費用の会計処理基準に関する事項

収益及び費用の会計処理基準　････　収益及び費用の計上基準につきましては、いずれも発生基準により

　　　　　　　　　　　　　　　　　計上しています。

４．貸借対照表に関する注記

前 会 計 年 度 当 会 計 年 度
(平成28年3月31日) (平成29年3月31日)

(1)有形固定資産の減価償却累計額 13,246,613,456 円 13,872,815,423 円

(2)系列会社に対する営業未収金及び営業未払金

　①西濃運輸 営業未収金 466,365,073 円 461,614,624 円

営業未払金 8,455,364 円 9,290,687 円

　②その他系列会社 営業未収金 153,927,707 円 162,838,268 円

営業未払金 3,920,148,087 円 4,159,545,629 円

５．損益計算書に関する注記

当 会 計 年 度 当 会 計 年 度

(平成28年3月31日) (平成29年3月31日)

(1)当事業年度末における減価償却実施額

　①減価償却費 有形固定資産 511,077,072 円 512,385,041 円

無形固定資産 290,799 円 290,799 円

計 511,367,871 円 512,675,840 円

(2)系列会社に対する営業収益及び営業費

　①西濃運輸 営 業 収 益 10,622,814,160 円 10,694,515,478 円

営　業　費 7,099,437,257 円 7,157,455,317 円

　②その他系列会社 営 業 収 益 1,893,345,714 円 2,003,286,727 円

営　業　費 3,845,047,031 円 3,846,346,615 円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度末における自己株式の種類及び発行済株式の総数 ････ 普通株式　10,000株

７．一株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり当期純利益

(2)１株当たり純資産額

８．重要な後発事象

該当事項はありません。

1,279,232円13銭

58,351円41銭
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